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名古屋に招かれ講演をした。終演後「夜の街」に繰り出し「接待を伴う飲酒」をした。などと書くと、こ

のご時世、医師にあるまじき行為と非難されそうである。実はこれは昨年 9月 の出来事である。隔世の感が

ある。

コロナ禍は地球上の人々の営みを妨げ、関係を分断してしまった。PCRと いう専門用語も人口に檜灸す

るようになって、すでに半年以上過ぎた。

思い返せば 4月 11日 の郡市会長協議会は波乱含みであった。「帰国者・接触者相談センター」に疑似者の

PCRを依頼しても撥ね付けられる、との不満が各郡市会長に鬱積していた。一方の相談センター側、端的

に言えば保健所と専門委員会側には、当時感染者ゼロの岩手県においてPCRの感度や特異度を下げたくな

いとの統計学的な考慮があった、と後から聞いた。

この会議の最後に一関から、郡市医師会が独自にPCR検体採取の場を作るという提案がなされた。従来

の相談センターと二本立てになるが成程これならかかりつけ医の判断でPCRを施行できる。ほぼ同時期に

東京都医師会も各区で一か所づつPCR採取センターをつくると決定したのを知った。いみじくも感染者ゼ

ロの岩手と著しく感染が拡大している東京が同じ選択肢を考えた。両者ともPCR数の拡充を意図している

が、一方は閾値を下げるため、もう一方は容量を上げるためであった。

PCR拡充との政府の方向転換に伴い、 4月 末に県知事から県医師会に九つの二次医療圏毎に「発熱外来」

を作るよう要請があった。 5月 9日 には郡市会長が緊急招集された。 5月 11日 には気仙医師会全員を対象に

説明会を開催。保健所や 2市 1町にも協力を要請した。引き続き「コロナ特命班」の会議を開き重ねて討議

した。以前から構想を練っていた一関、宮古が先行して発熱外来を開設した。気仙でも行政と医師会が連携

をとり他圏域の情報を収集し、アウトラインをまとめた。

設置主体、運営主体とも大船渡市。週 2回 (水、木)午後 1時から2時半まで、対象者は気仙在住で中学

生以上。
｀
医師 1名は気仙医師会会員の手上げ方式で募る。看護師 1名 は大船渡市の臨時職員として雇用。事

務職員 1名 は外注。他に誘導員を行政から1名派出する。検体は鼻咽頭拭い液を用いる。これらを 6月 5日

にプレス発表した。他の圏域がドライブスルー方式を採用する中、気仙はプレハブを用いたウォークイン方

式とした。寒暖差が激しく風が強いという本県沿岸部の特性を鑑みた。
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7月 に入り市議会で予算が可決され、プレハプの搬入と設置がなされた。

7月 8日、 9日 の両日はPPE(個人防護具)講習会を開催。脱着のイロハはICAT(い わて感染制御

支援チーム)の看護師に指導を受けた。また櫻井滋教授には総括的な指導と、実際の発熱外来のゾーニング

や検体の取り扱いに貴重な指摘を頂いた。

7月 29日 にPCRセ ンター発足、内覧会兼プレス発表がなされた。奇しくも同日、県内で初めてPCR陽性

が確認された。

8月 5日 から本格的に始動。以後各回の患者数は 0～ 3人で推移した。すべてPCR陰性であった。大き

なトラブルも特にない。

今後秋冬の寒冷期を迎え、新型コロナウイルスの感染が全国的に三たび拡大することや季節性インフルエ

ンザと同時流行すること等が懸念されている。それに対応してわれわれの「発熱外来」も開所日数や受け入

れ患者数を増やすことが必須と思われる。

始動してから「発熱外来」の有用性を実感した。はっきりした疑似者のみならず、基礎疾患を持った患者

で、新型コロナ以外の発熱原因が強く疑われる患者でも、PCR陰性によってそちらの治療に注力できる。

一般診療を全うできるのである。

発熱外来設立に当たり尽力いただいた大船渡市、特に佐藤課長をはじめ健康推進課の方々に深謝する。ま

たご指導いただいた櫻井教授はじめ ICATの方々、木村所長はじめ大船渡保健所の方々に感謝申し上げた

い。そして二次感染リスクに直面しながらも検体採取に従事する医師 7人を始めスタッフの皆様に敬意を表

する。

感染予防には地域コミュニティの力が大切である。その重要な部分を担うのは地域に根差した医療従事者

である。地域住民に医療者が安心感を与えた東日本大震災大津波の当時をわれわれは忘れてはならないだろ

う。櫻井教授はテレビでそう語っている。 (令和 2年 9月 28日  記)
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